
日米電力会社 原子力部門責任者間の意見交換会の開催について

　9月13日（金）米国原子力発電運転協会（INPO）と当協会とがタイアップし、日米電力会社の原子力部門責任者（米側23名、日本側10名）の意見
交換会を開催しました。これほどの規模の意見交換会は前例のないもので、日米の原子力安全性などの向上に大いに貢献するものと考えておりま
す。当協会としては、今回の様な国際会議や海外連携などを通じて、今後とも日本の原子力安全の向上に貢献してまいりたいと考えております。写
真は、意見交換会直後に、日米電力会社の原子力部門責任者の代表にも同席いただいて、意見交換会等の成果について記者会見している所です。

　当協会では、「地形学」「地質学」「地球物理学」「地震学」「地盤工学」「耐震工学」「構造工学」「原子力安全工学」等の知見を総動員した敷地内断
層に対する総合的なプラント耐変位安全性評価を行う道筋を示すため、標記委員会を設置して原子力発電所敷地内断層の変位に対する評価手法
の調査・検討を行いました。
　本委員会（2013年3月～8月、計6回の委員会開催：主査　山崎晴雄 首都大学東京教授）では、敷地内断層が単に活断層の可能性があるかど
うかのみに焦点を当てた検討を行うのではなく、重要な施設を設置する地盤に断層運動による地盤変状（くいちがい変位と連続的な変形）が生じ
る場合に、「原子力発電所の重要施設の安全機能に重大な影響があるかどうか」等を検討するための科学的かつ工学的な枠組みを示すことを検討
しました。
　原子力発電所等の立地にあたっては詳細な地質調査が行われており、敷地内外の断層の分布、性状、活動性などが把握されています。また、地
震の際に地表に現れる地表地震断層に関する日本国内における約120年間のデータに基づき、地震時に変位する可能性が否定できない断層（副
断層という）の変位量を整理しました。これら地質調査結果等と数値解析
とを組み合わせることによって、敷地内断層の変位を評価すること、並び
にその変位が建物・構築物及び機器・配管系に及ぼす影響を検討し、プ
ラントの耐変位安全性を評価することを整理して、一連の評価手法の枠
組みを示しました。なお、耐変位安全性評価にあたっては断層変位を確
率論的に取り扱う確率論的断層変位ハザード解析を参考とすることとし
ました。
　試解析としてBWR型原子炉建屋及びPWR型原子炉建屋について、建
屋直下に最大30cmの断層変位が生じた場合の建屋―地盤全体モデル
による弾塑性解析を実施し、基礎スラブ等に生じる応力・変位等の傾向
を把握できることを示しました。図にBWR型原子炉建屋の解析モデルを
示します。
　具体的な検討・評価に当たっての今後の課題を整理しましたので、各
分野の関係機関・関係者と協力して対応していく必要があると考えます。
　今回の活動が原子力発電所等の安全性向上に寄与できることを望み
ます。

敷地内断層評価手法検討委員会「原子力発電所敷地内断層の変位に対する評価手法に関する調査・検討」
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図  BWR型原子炉建屋の解析モデル
報告書URL　http://www.genanshin.jp/archive/sitefault
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電力中央研究所との技術協力協定締結 JANSI技術士会の発足

　7月31日（水）に、原子力施設の安全性向上・信頼性向上に向けた電力
中央研究所と当協会との間の協力・支援の基本的枠組みを定めた「技術
協力に関する基本協定書」を締結しました。
（写真は、協定調印時の電力中央研究所各務理事長（左側）及び当協会藤江
理事長。）

　6月27日（木）に当協会内で技術士の資格を有する職員11名が集まっ
て、JANSI技術士会を発足させました。
　今後、定期的な勉強会等を通じて技術交流活動や提案型テーマの検討を
行い、継続的な自己・相互研鑽に励む予定です。

女川、東海第二発電所の対応　　執行役員　情報分析部長　中野益宏

　福島第一原子力発電所の事故については、当協会の前身である日本原子力技術協会が、電力会社及びプラントメーカーの協力を得て、平成23
年10月に、教訓をまとめ報告書を作成して公表しました。ここでは事故防止及び影響の緩和のための対策として、主としてハード面での対策80項
目をまとめ、更に深層防護の観点から重要と位置づけた対策23項目の実施を強く提言しました。これらの対策は、各社の設備や状況に応じて導入
されており、概ね全ての項目が導入済みもしくは導入検討中です。
　一方、地震及び津波の影響を受けながらも、安全にプラントを停止できた発電所は、東京電力（株）福島第二原子力発電所、東北電力（株）女川原
子力発電所、日本原子力発電（株）東海第二発電所です。これらの発電所のうち、比較的被害が大きかった福島第二原子力発電所での震災対応につ
いては、東京電力（株）のご協力を頂き、ヒューマンファクター及び組織の観点から分析し、主としてソフト面での教訓を抽出して平成24年12月に報
告書としてまとめ、公表を行いました。

　今回、女川原子力発電所及び東海第二発電所での震災対応を、記録として残すことを目的として、当協会会内に検討チー
ムを立上げ、東北電力（株）及び日本原子力発電（株）の協力を得て、それぞれの発電所での震災対応について整理し、教訓を
まとめました。
　女川原子力発電所では、建設時に敷地高さを決定する際、保守的に想定津波高さをはるかに超える敷地高さを確保したこ
とから、プラント本体での津波被害はほとんど発生せず事故を収束することができました。
　また、東海第二では、津波対策として水密化工事を実施していたところであり、完成していなかった領域で若干の被害が出
たものの、すべての海水ポンプの機能を喪失する様な事態が回避され、事故は収束しました。
　今回、両発電所での事故時の対応状況とそこから教訓を抽出して報告書としてまとめましたが、今後、各社において安全性
向上に取組んでいく際に参考として活用されることを望みます。

　6月24日（月）、台湾大学において、石川先生（元日本原子力技術協会最高顧問）他（注）
の講演がありました。
　石川先生は、台湾原子力学会より招聘され『福島第一事故の全容と原子力の安全問
題』と題して講演しております。
　福島第一の主な事故原因は、津波とその後10日も続いた停電で、克服し得る問題で
あると主張されております。その後、馬総統とも面談しており、それが台湾において大き
く報道された模様です。
　現在の台湾における不安定な原子力情勢の安定化に多少なりとも貢献したのではな
いかと思われます。
（注）（他の招聘者）元読売新聞論説委員：中村政雄氏、長崎大学：高村昇教授

　昨年11月に90名強で発足した当協会ですが、計画どおり今後の業務増大を見据えて、9月
末時点で約150名にまで体制を充実いたしました。

　なかでも、７月1日には、全国１8ヶ所の原子力施設と当協会との連絡窓口として、6名の「連絡代表者」を配置いたしました。
　各連絡代表者はそれぞれ約3ヶ所の発電所等を受け持ち、現場との直接のパイプ役になり、当協会の支援活動を支える活動を開始いたしました。

石川先生による台湾招聘講演

原子力安全推進協会の体制充実について
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福島第一の汚染水問題が報道されない日はありません。今年の夏は、ひと際暑さが厳しかったですが、やっと峠を越えた
ようです。現場の作業は大変でしょうが、まだまだ長い戦いが予想されています。ぜひとも体調管理に十分注意を払って、対策に取り組んで
いただきたいと思います。

番外編番外編

汚染水問題

●なお、当協会ＨＰには、より詳細な情報を掲載しております。ぜひお立ち寄り下さい。

報告書URL　http://www.genanshin.jp/report/disastersitereaction/data/OnTk_Hokoku.pdf

報告書URL　http://www.genanshin.jp/news/20130624.html


